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は し が き

わが国における少子化は，政府の想定を遥かに超える勢いで進行している。
1994（平成６）年策定のエンゼルプラン以降，わが国では矢継ぎ早に少子化対
策を実施しており，2023（令和５）年には「こども未来戦略」を閣議決定し，
それに基づく「こども・子育て支援加速化プラン」を打ち出した。また，2022
（令和４）年にこども基本法が成立し，翌年には，子どもの育ちの保障や子育
て支援に関する施策の司令塔として「こども家庭庁」が発足した。こうした対
策により，一昔前に比べると子育てしやすい状況が構築されてはきている。
一方で新たな課題もある。労働力不足の解消を目指した外国人材（外国籍の
労働者）の受け入れ急増により，外国にルーツのある子どもたちの就学や就業
においてさまざまな問題が生じている。また，ヤングケアラーの問題は，家族
の構成人数の減少により，家族機能の維持を子どもが担わせられることから生
じている。孤食と呼ばれる子どもが一人で食事をせざるを得ない状況も同様に
核家族化やひとり親家庭の増加とそれに対する対策の不十分さから生じる。
このような状況下において，子どもとその家庭の福祉を支える専門職は，十
分な知識を身につけ，状況の変化に対応していくことの重要性を理解しなけれ
ばならない。そのためのテキストとして，本書は次のように構成した。
第Ⅰ部は「子ども家庭福祉の今を学ぶ」とし，子ども家庭福祉の理念および
対象ごとの課題や政策，運用状況について解説しており，子ども家庭福祉の基
本的な状況を理解することを目的としている。
第Ⅱ部は「子ども家庭福祉の歴史としくみを学ぶ」とし，歴史，法体系，実
施機関・施設について学ぶとともに，海外の状況について学ぶことで日本の特
徴についてつかめるような内容となっている。
第Ⅲ部は「子ども家庭福祉の実践を学ぶ」とし，保育士を目指す学生たちが
身につけるべき専門性について説明している。子ども家庭福祉において専門職
が果たすべき役割は多岐に渡る。また連携すべき他の専門職の専門性や職務内
容について学ぶことも必要となる。本書を読むことで専門的な技術がすぐに身
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につくものではないが，現場における視点として，保育士を含む専門職がどの
ような点に配慮して取り組んでいるのかを理解しておく必要がある。
また，各章に「演習コーナー」を設け，講義を受けるだけでなく，受講生が
その章での学びについて，主体的に理解を深めることができるようにした。
本書の前身である『子どもの福祉─子ども家庭福祉のしくみと実践─』は，
2000（平成12）年の初版発行以来，時代・状況に合わせて，幾度もの改訂を重
ねてきた。そして先述の内容へと改めるにあたり，新たに執筆陣を迎え，『は
じめて学ぶ子どもの福祉』と書名も新たにしてこのたび刊行した次第である。
子ども家庭福祉の役割は子どもや子育て家庭，社会の状況に応じて変化して
きたが，新たに生じる課題に対応すべく，これからも変化していくことが予想
される。そうした変化の中にあっても，子ども家庭福祉について保育士養成課
程における我々がすべきことは，適切な価値意識と専門性をもつ職員を養成す
ることである。本書がそれに資することができれば幸甚である。

2025年３月　
編　者　和田上貴昭

野島　正剛
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第1章 子どもの福祉と理念

● ● アウトライン ● ●
１．子どもと家庭の福祉

要　点
◎�子ども家庭福祉は社会福祉における１つの領域であり，同時に高齢者や障害者，経
済困窮者を対象とした社会福祉とも密接に関連している。
◎�子どもの成長・発達を保障していくにあたって，子育て家庭だけでなく，それを支
える社会的環境が必要である。その実践は，「児童の権利に関する条約」「児童福祉
法」「こども基本法」などの理念によって成り立っている。

キーワード
　社会福祉　子ども家庭福祉　子育て家庭　育児休業　児童福祉法　
　児童の権利に関する条約　こども基本法

２．子どもの人権
要　点
◎�子どもは，古代・中世に「大人の所有物」「小さな大人」として扱われ，近代に入
り保護の対象として扱われるようになった。そして現在は，保護されるだけなく，
能動的に権利を行使する主体としてもとらえられるようになった。
◎�「国際人権規約」（国連）が定める基本的人権は子どもにも適用され，「児童の権利
に関する条約」では意見表明権，遊び・余暇の権利などについても規定している。

キーワード
　小さな大人　ルソー　エミール　産業革命　デューイ　エレン・ケイ　児童の世紀
　児童中心主義　コルチャック　セーブ・ザ・チルドレン　

３．子ども・家庭と社会の変化
要　点
◎�都市化に伴う生活様式の変化は，子育てのあり方や，子育てを支えるしくみにまで
影響を及ぼし，少子化問題の遠因にもなっている。
◎�経済的な格差，都市部と地方との格差などにより，子どもにとっての教育や体験の
機会が失われることが懸念されている。
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第Ⅰ部   子ども家庭福祉の今を学ぶ

１─子どもと家庭の福祉

（１）社会福祉と子ども家庭福祉
本書で学ぶ皆さんは，すでに社会福祉を学んでいたり，この子ども家庭福祉
と並行して学んでいたりするかもしれない。社会福祉を大きく対象者別にとら
えると，高齢者，障害者，経済困窮者，子ども（子育て家庭）などに分けるこ
とができる。いずれも社会的に弱い立場に置かれる可能性の高い人たち（社会
的ヴァルネラビリティ）である。社会福祉は生活のしづらさの解消を目指し，
こうした人たちを支援対象として制度が設計されている。子どもや子育て家庭
を対象とした社会福祉が子ども家庭福祉であり，子ども家庭福祉は社会福祉の
一領域である。そのため子ども家庭福祉を学ぶ際には，社会福祉の学びを意図
的につなげて理解する必要がある。それにより社会福祉と子ども家庭福祉の理
念や法制度の関連性をより深く理解し，それを実践に反映することができる。
子どもや子育て家庭で生じる生活のしづらさには，いくつかの側面がある。
障害など子どもの発達・発育に関するものや，保育の必要性や虐待など子育て
の困難，就労やDV（ドメスティック・バイオレンス）など多岐にわたる。ま
た，介護など家族に関する問題が関係していることがある。家族内の問題は多
岐にわたり，子ども家庭福祉だけで対応することは難しい。そのため，高齢者
や障害者，経済困窮者を対象とした福祉の理念や法制度，問題の構造を把握す
ることが求められる。また，地域で支え合う仕組みや関連する法制度にも目を
向ける必要がある。社会福祉の各領域でどのような支援が行われているのかを
学ぶことで，より実践的な理解につながる。

（２）子どもと家庭の福祉はなぜ存在するのか
子どもが心身共に成長・発達するには，子ども自身の力だけでは難しい。そ
こで，保護者が成長・発達に適切な家庭環境を整え，子どもの養育にふさわし
い生活を行うことで，子どもは心身共に健やかに成長・発達することができ
る。家庭は子どもが最初に触れる社会であり，基本的な価値観や行動規範を形
成する非常に重要な場である。特に低年齢の子どもには安定した環境が不可欠
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である。保護者が発達段階と課題を理解し，適切な家庭環境を整え，養育する
意欲と能力をもつことが重要である。
しかし現代社会において子育て家庭が単独で子育てをしていくにはたくさん
の困難がある。「出生動向基本調査」（国立社会保障・人口問題研究所）からは，
子育てを取り巻く困難な状況が読み取れる。例えば，図１─１からは子どもを
生み育てたいが，「子育てや教育にお金がかかりすぎるから」（52.6％），「高年
齢で生むのはいやだから」（40.4％），「ほしいけれどもできないから」（23.9％），
「これ以上，育児の心理的，肉体的負担に耐えられないから」（23.0％），「健
康上の理由から」（17.4％），「自分の仕事（勤めや家業）に差し支えるから」
（15.8％）などの理由により断念している様子がうかがえる。
また女性が育児休業を利用し，就業を継続する傾向がうかがえる一方で，子

　（注）�対象は予定こども数が理想こども数を下回る，妻の調査時年齢50歳未満の初婚同士の夫婦。
複数回答のため合計値は100％を超える。

（出典）�国立社会保障・人口問題研究所：第16回出生動向基本調査（夫婦調査）報告書，2021

図１─１　理想子ども数を持たない理由（理想，予定子ども数の組み合わせ別）
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どもがいる共働きの夫婦について平日の帰宅時間は女性よりも男性のほうが遅
い傾向から，育児負担が女性に集中する「ワンオペ」状態になっている傾向も
ある。子育て中でも就業時間への配慮は十分ではない。そのため保育時間の長
時間化が不可欠な状況である。働きながら子育てをするための環境整備がさら
に求められている。
これらの結果に示されているように，子育てにおいて多くの課題が明白に
なっている。経済的理由や育児負担，出産の高齢化に伴う問題などである。女
性の就労割合が増え，子どもが生まれてからも就労を希望する人が増えたこと
が近年の変化である。国はこうした状況に対して，児童手当をはじめとした経
済給付等の施策を充実させている。育児負担の軽減についても，保育施策や子
育て支援施策の充実により対応している。また，就労先となる事業所に対して
も働きかけを行い，就労と育児の両立が可能な環境の整備に努めている。しか
しながら，これらの施策の効果は十分ではなく，合計特殊出生率に回復の兆し
は見えてきていない。
ところで，国は子どもを産み育てるという「個人的なこと」に対して児童手
当や子育て支援などの施策を行っている。共働き家庭が増え，女性の社会進出
も進む中，将来の社会を支える子どもの育児を家庭に押しつけることは現実的
ではない。施策を通じて，育児を社会全体で支えるものと位置づけているの
だ。一方で，貧困などのリスクが高まると社会不安を引き起こす可能性があ
る。施策を通じて健全に育つ環境を整えることは，社会の安定にも寄与する。
これは社会保障の観点からも重要であり，個人の育児を支えることが，結果と
して社会全体の安定につながる。
国にとって子どもの存在はとても重要である。子どもが減少するということ
は，その国の経済規模の現象を招く可能性を高めることにつながる。また権利
擁護の観点から，児童虐待等の子どもへの権利侵害は，国が国民を守る上で重
要な課題であり，対応が不可欠である。

（３）子ども家庭福祉の理念
子ども家庭福祉を理解するためには，理念，制度，実践の３つを理解する必
要がある。理念は，子どもと家庭の福祉の目標や価値観を示すものであり，制
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度はその理念を実現するために必要な法律や規則のことを指す。実践は制度を
具体的な形にし，現場での活動や取り組みを行うことである。この理念，制
度，実践が相互に連携し，保育を含めた福祉が実施されることで，子どもと家
庭の福祉の向上が図られる。子ども家庭福祉の理念は，子どもと家庭の福祉の
目標や価値観を示すものである。保育の現場で困難に直面した時，この理念に
立ち戻ることで，その解決方法が適切かどうかを再評価することができる。理
念は，具体的な手順を定めたものではなく，行動の指針となる基本的な価値観
を提供するものである。
日本において子ども家庭福祉の施策は「児童福祉法」に基本的な内容が定め
られていることから，「児童福祉法」の理念がこども家庭福祉の理念と認識し
てよいであろう。その理念は下記の第１条で定められている。

　全て児童は，児童の権利に関する条約の精神にのつとり，適切に養育されるこ
と，その生活を保障されること，愛され，保護されること，その心身の健やかな
成長及び発達並びにその自立が図られることその他の福祉を等しく保障される権
利を有する。

一つ目に記されているのが「児童の権利に関する条約の精神にのつとり」と
の文言である。「児童福祉法」は1947（昭和22）年に制定後，第１条の理念部
分については長く改正されることはなかったが，2016（平成28）年の改正にお
いてこの点が大きく変更された。以前は社会的に弱い立場にある子どもを守る
ことが国や国民の義務であり，守られることが子どもの権利とされていた。こ
の条約により従来の守られる権利（受動的権利）に加え，子ども自身が権利を
行使できる主体であるという考え（能動的権利）が加わった。日本は条約を
1994（平成６）年に批准しているが，児童福祉法の第１条に条約名を記すこと
で改めて子どもの権利について尊重する姿勢が示されている。
第２条では，国民の義務として子どもが良好な環境で生まれ，年齢や発達の
程度に応じて意見が尊重され，子どもの最善の利益が優先して考慮されるこ
と，そして心身ともに健やかに育成されることが定められている。さらに，児
童の保護者は児童の育成の第一義的責任を負い，国および地方公共団体は保護
者とともに健やかに育成する責任を負うと定めている。第３条には，第１条と
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